
 地方独立行政法人広島市立病院機構中期計画 新旧対照表 

 

修  正  前 修  正  後 

第11 料金に関する事項 

１ 料金 

病院等の使用料及び手数料の額は，健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項，第８５条

第２項若しくは第８５条の２第２項，高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７

１条第１項，第７４条第２項若しくは第７５条第２項又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１

条第４項第１号若しくは第５３条第２項第１号の費用の算定の例により算定した額。ただし，次に掲げる

ものについては，それぞれに定める額。 
 

⑴ 使用料 

ア 特別病室差額使用料 別表第１の⑴及び⑵に定める額 

イ 非紹介患者加算初診料（他の病院又は診療所からの文書による紹介がない場合の初診（緊急その他

やむを得ない事情又は正当な理由があると理事長が認める場合の初診並びに舟入市民病院及びリハ

ビリテーション病院における初診を除く。）に対する加算初診料をいう。）  

（ア） 医科 ５，５００円（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）別表第１第８号に規定する助産に

係る資産の譲渡等（以下⑴において「助産に係る資産の譲渡等」という。）に該当する場合にあっ

ては，５，０００円） 

（イ） 歯科 ３，３００円（助産に係る資産の譲渡等に該当する場合にあっては，３，０００円） 

ウ 再診患者加算料（他の病院（許可病床の数が４００未満であるものに限る。）又は診療所に対して

文書による紹介を行う旨の申出を行ったにもかかわらず，当該病院又は診療所における当該申出に係

る受診をしないで受けた再診（緊急その他やむを得ない事情又は正当な理由があると理事長が認める

場合の再診並びに舟入市民病院及びリハビリテーション病院における再診を除く。）に対する加算料

をいう。） 

（ア） 医科 ２，７５０円（助産に係る資産の譲渡等に該当する場合にあっては，２，５００円） 

（イ） 歯科 １，６５０円（助産に係る資産の譲渡等に該当する場合にあっては，１，５００円） 

エ～ク （略） 

 

 ２～３ （略） 

 

 別表第１～別表第４ （略） 

 

第 12 （略） 

第11 料金に関する事項 

１ 料金 

病院等の使用料及び手数料の額は，健康保険法（大正１１年法律第７０号）第７６条第２項，第８５条

第２項若しくは第８５条の２第２項，高齢者の医療の確保に関する法律（昭和５７年法律第８０号）第７

１条第１項，第７４条第２項若しくは第７５条第２項又は介護保険法（平成９年法律第１２３号）第４１

条第４項第１号若しくは第５３条第２項第１号の費用の算定の例により算定した額。ただし，次に掲げる

ものについては，それぞれに定める額。 
 

⑴ 使用料 

ア 特別病室差額使用料 別表第１の⑴及び⑵に定める額 

イ 非紹介患者加算初診料（他の病院又は診療所からの文書による紹介がない場合の初診（緊急その他

やむを得ない事情又は正当な理由があると理事長が認める場合の初診並びに舟入市民病院及びリハ

ビリテーション病院における初診を除く。）に対する加算初診料をいう。）  

（ア） 医科 ７，７００円（消費税法（昭和６３年法律第１０８号）別表第１第８号に規定する助産に

係る資産の譲渡等（以下⑴において「助産に係る資産の譲渡等」という。）に該当する場合にあっ

ては，７，０００円） 

（イ） 歯科 ５，５００円（助産に係る資産の譲渡等に該当する場合にあっては，５，０００円） 

ウ 再診患者加算料（他の病院（病床数が２００未満の  ものに限る。）又は診療所に対して文書に

よる紹介を行う旨の申出を行ったにもかかわらず，当該病院又は診療所における当該申出に係る受診

をしないで受けた再診（緊急その他やむを得ない事情又は正当な理由があると理事長が認める場合の

再診並びに舟入市民病院及びリハビリテーション病院における再診を除く。）に対する加算料をい

う。） 

（ア） 医科 ３，３００円（助産に係る資産の譲渡等に該当する場合にあっては，３，０００円） 

（イ） 歯科 ２，０９０円（助産に係る資産の譲渡等に該当する場合にあっては，１，９００円） 

エ～ク （現行に同じ。） 

 

 ２～３ （現行に同じ。） 

 

 別表第１～別表第４ （現行に同じ。） 

 

第 12 （現行に同じ。） 


